
１．補正予算の規模

・会計別の規模

（単位：千円）

２．主な補正内容

・議員手当等

）

・職員人件費

） ）

・会計年度任用職員人件費

） ）

・住民税非課税等世帯給付金事業

）

　国の経済対策として、令和6年度住民税非課税世帯に対して30千円／世帯を給付する。

　さらに対象世帯のうち子育て世帯には20千円／子どもを追加給付する。

・介護保険特別会計繰出金

）

　介護保険特別会計事業費の補正に伴う繰出金の増。

196,000千円

（国： 196,000千円

（一般： 5,239千円

民生費 201,239千円

96,396千円

（その他： 1,423千円 （一般： 94,973千円

　任用実績、人事異動等による人件費の調整。

5,239千円
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32,823,833218,786

補正前

32,401,303 422,530

会計

一般会計 196,000 7,744

地方債国県支出金

0

補正額
その他

下水道事業
会計

5,962,725 9,810 0 0

124,226千円

（その他： 6,321千円 （一般： 117,905千円

0 9,810 5,972,535

　人事異動等による人件費の調整。

財　源　内　訳

0 5,700

補正後
一般

介護保険特
別会計

5,064,307 56,155 47,759 5,120,462

人件費 221,291千円

669千円

（一般： 669千円

　期末手当支給月数の変更による増額。

2,696

422,530千円一般会計
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・職員人件費等

） ）

） ）

　人事異動等による人件費の増減。

・財政調整基金積立金

　 ） ）

・職員人件費等

≪保険事業勘定≫

9,686千円

　人事異動等による人件費の増減。

≪公共下水道事業≫

下水道事業会計 9,810千円

46,469千円

（その他： △15千円 （一般： 46,484千円

　基金利子の減及び決算剰余金の積立。

（その他： 5,715千円 （一般： 1,275千円

9,810千円

（県： 875千円

56,155千円介護保険特別会計

（国： 1,821千円
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